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衛生用品表の見直しに関するワーキンググループ報告書 
 

令和 6 年 3 月 29 日 
 
 
1. はじめに 

衛生用品表1は、船員の生命・身体保護及び航行の安全確保を図る観点から、船内

で傷病者が発生した場合に応急処置を講じるため、船内に備え付けるべき医薬品・

医療衛生用具の最低基準を定めたものである。 
現行の衛生用品表は、1995 年に制定され、2005 年に医薬品の大幅見直し、2009

年に抗インフルエンザウイルス剤の追加が行われて以降、現在に至るまで改正され

ていないため、医薬品・医療技術の進展を踏まえたものとする必要が生じてきた。

また、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）については、世界的な大流行を経

て、2023 年 5 月に 5 類感染症に移行した一方2、国内では抗コロナウイルス薬が流

通するようになってきたため、船舶への備付けの要否について検討する必要が生じ

てきた。 
国際的な動向に目を転じると、船舶に備え付ける医薬品及び医療衛生用具に関し、

WHO が 2007 年及び 2011 年に推奨医薬品等の品目・数量を公表しており、こうし

た観点を考慮して検討する必要も生じてきた。 
そこで、船内における医薬品や医療行為について専門的知識を有する医師・薬剤

師や労使代表者から構成される検討の場として、2023 年 8 月に「衛生用品表の見直

しに関するワーキンググループ（WG）」を設置し、3 回にわたり議論を行った結果

をとりまとめたので、以下のとおり報告する。 
 
2. 制度の現状 

(1) 衛生用品表について 
・船舶に備え付ける医薬品等については、医薬品等の使用について船内で責任

を有する者の能力に応じ、甲種から丁種までの 4 種類に区分された衛生用品

表により定められている。 
・衛生用品表に定める医薬品等は、応急処置を講じるための最低基準であり、

船舶所有者には対象品目・数量を購入することが義務付けられている。なお、

航海期間・乗組船員数によって適宜増加することができる（船員法施行規則

第 53 条第 2 項）。 
・甲種は乗組船員数にかかわらず一定の数量が示されているが、医師の裁量を

尊重する観点から適宜とされているものが多い。乙種と丙種は、一律の義務

 
1 船員法施行規則第 53 条第 1 項に掲げる船舶に備え付ける医薬品その他の衛生用品の数量を定める告示（平成 7
年運輸省告示第 801 号）に定める別表 
2 2024 年 4 月からは通常の医療体制に完全移行 
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付けにより一部の船舶所有者に対する負担が生じることから、乗組船員数に

応じて区分されている（乙種：30 人以下/30 人を超える場合、丙種：20 人以

下/20 人を超える場合）。丁種は乗組船員数にかかわらず一定の数量が示され

ているが、一般用医薬品のみとなっている。 
・衛生用品表に位置付けられた医薬品の分類は、基本的に薬効分類として実用

的に汎用されている日本標準商品分類3に準じて記載されている。また、船内

で医薬品を取り扱う者の能力に応じて、「細々分類」「6 桁分類」またはこれら

以外の固有の一般的名称が採用されている。なお、具体的な商品名は、衛生用

品表に記載しないことになっているが、船舶所有者の便宜のために日本船舶

医療便覧に例示されている。 
 

(2) 薬機法4との関係について 
・処方箋医薬品は、医師等からの処方箋の交付又は指示を受けた者以外の者に

対し、正当な理由なく、販売・授与することが禁止されている（薬機法第 49
条）。この点、船員法施行規則第 53 条第 1 項に基づき、船舶に医薬品を備え

付けるために、船長が発給する証明書をもって、処方箋医薬品を船舶所有者

に販売する場合は、薬機法第 49 条に規定する正当な理由に該当するものとし

て取り扱われている。 
 
(3) 条約上の規範について 

・2006 年海上労働条約5において、全ての船舶は、医療箱、医療機器及び医療手

引書等を備え付けなければならないとされており、国際的に勧告された関連

する医療上の基準を考慮することとされている。この医療箱、医療機器に関す

る国際的な勧告が、WHO 作成の国際船舶医療手引書(2007) 6及び同手引書の

数量に関する補遺(2011) 7（以下「IMGS」という。）であり、備付けが推奨さ

れる医薬品有効成分の名称、形状、有効成分含量、乗組船員 10 人あたり（又

は乗組船員数に関わらず一定）の数量が示されている。 
 

(4) 日本船舶医療便覧・衛生管理者教本について 
・日本船舶医療便覧（小型船医療便覧を含む。以下同じ。）は、船員法施行規則

第 54 条の規定に基づき、船舶に備え置かなければならない。疾病の症状、応

急処置による治療法、備付け医薬品の品名、作用・副作用、適応、用法・用量

等が記載されており、日本海員掖済会（国土交通省監修）が発行している（2020
年 8 月最終改訂）。 

 
3 医薬品はすべて 87(医薬品及び関連製品)から始まる番号であり、小分類以下が薬効分類番号として使用。（小

分類：作業部位・目的又は薬効、再分類：成分又は作用部位、細々分類：用途、6 桁分類：成分） 
4 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和 35 年法律第 145 号） 
5 Maritime Labour Convention A4.1 基準 4(a), ILO, 2006 
6 International Medical Guide for Ships 3rd, WHO, 2007 
7 Quantification Addendum: International Medica Guide for Ships 3rd, WHO, 2010 
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 ・衛生管理者教本は、衛生管理者登録講習等において使用されるテキストであ

る。労働生理、船内衛生、食品衛生、疾病予防、保健指導、薬物、労働衛生法

規分野別に記載されており、船員災害防止協会（国土交通省監修）が発行し

ている（2018 年 4 月最終改訂）。 
 
3. 検討 
(1) 基本的方向性 

衛生用品表改定に向けての基本的方向性は以下のとおりである。 
 
＜医薬品、医療技術進展等の考慮＞ 
 ・品目・数量の追加・変更・削除を検討するに当たり、船員の高齢化も踏まえ、

国内における診療・処方の状況、無線医療における助言の状況、医薬品の有効

性・安全性等を考慮する8。 
 ・備え付ける医薬品等の有効活用を図るため、船舶で衛生管理を担当する医師、

衛生管理者、衛生担当者それぞれが有する医療や応急処置の知識・理解及び技

能の状況を踏まえたものとする。また、日本船舶医療便覧や衛生管理者講習の

内容を充実させる。 
 ・品目・数量は、甲≧乙≧丙≧丁とする。 
・電子機器を用いた医療衛生用具については、電池残量など、確実に作動するこ

とを確認する旨を備考欄に追記する。 
 

＜国際動向との調和＞ 
・品目・数量を検討するに当たり、IMGS を考慮する。 
・IMGS が乗組船員 10 人あたりの数量（又は乗組船員数に関わらず一定）を示

していることに加え、より乗組船員数に応じた数量とする観点から、乙種及び

丙種の数量を乗組船員 10 人あたり（又は乗組船員数に関わらず一定）に変更

する9。 
 
＜医薬品等の記載順序＞ 
 ・現行の衛生用品表は、一部日本標準商品分類に準拠していないものがあるため、

記載順序を整理する。 
 

(2) 具体的改正事項 
別添に一覧表として整理したが、主な内容は以下のとおりである。 

 
8 2023 年 5,6 月に実施した船員保険会、日本海員掖済会、地域医療機能推進機構に所属する医師・薬剤師 20 名

へのアンケート結果も踏まえ、WG において検討。 
9 乙種の乗組船員数は、11～20 人: 73 隻、21～30 人: 197 隻、31～40 人: 5 隻、41 人以上: 4 隻（2022 年 10 月

1 日現在事業状況報告書から推計）。丙種の乗組船員数は、1～10 人: 313 隻、11～20 人: 182 隻、21～30 人: 28
隻、31～40 人: 1 隻、41～50 人: 4 隻（2022 年 10 月 1 日現在事業状況報告書から推計） 
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① 甲種衛生用品表 
（医薬品） 
・「内用薬」「注射薬」「外用薬」「体外診断用医薬品」の部分で追加項目が 13 ヵ

所、品名又は数量の変更項目が 18 ヵ所、削除項目が 14 ヵ所となった。主

な内容として、新たに前立腺肥大に伴う排尿障害、痛風、帯状疱疹、気管支

喘息に使用される医薬品を追加し、解熱鎮痛、不眠、不穏、てんかんに使用

される医薬品を変更している。 
・数量については、医師の裁量権を尊重し、基本的に「適宜」とし、抗生物質

製剤等特定する必要があるものは数量を明示する。 
・薬効が同じ医薬品の品名変更については、同程度の分量にする。 
・内用薬の単位が「g」となっているものは、船舶における在庫管理を容易に

するため、同程度の分量の「錠」に変更する。 
 

（医療衛生用具・その他） 
・「医療衛生用具」「その他」の部分で追加項目が 17 ヵ所、品名又は数量の変

更項目が 13 ヵ所、削除項目が 33 ヵ所となった。主な内容として、新たに

蘇生用の医療衛生用具、感染症対応用の個人防護具を追加し、創傷処理用の

医療衛生用具を変更している。 
 
② 乙種衛生用品表 
（医薬品） 
・「内用薬」「注射薬」「外用薬」「診断用薬」の部分で追加項目が 6 ヵ所、品名

又は数量の変更項目が 24 ヵ所、削除項目が 11 ヵ所となった。主な内容とし

て、新たに前立腺肥大に伴う排尿障害、帯状疱疹、気管支喘息に使用される

医薬品を追加し、解熱鎮痛、不眠・不安、高血圧、てんかんに使用される医

薬品を変更している。 
・基本的方向性に記載のとおり、数量を乗組船員 10 人あたり（又は乗組船員

数に関わらず一定）に変更するに当たって、現行、「30 人以下の場合」と「30
人を超える場合」の区分で数量が同じものについては、人数にかかわらず一

定の数量が必要と解し、「乗組船員数に関わらず一定」に区分する。「30 人

以下の場合」と「30 人を超える場合」の区分で数量が異なるものについて

は、人数の多寡による数量の増減が必要と解し、原則として、「乗組船員数

が 30 人」の場合に必要とされる数量の 1/3 を、「10 人あたりの数量」とす

る。 
・品名の「注」に○があるものは処方箋が必要な医薬品であるが、一般用医薬

品で対応可能なものは、注の○を外す。 
・瓶入りの医薬品（総合胃腸薬）は、衛生上の観点から、分包（包単位）に変
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更する。 
・アレルギー性疾患治療剤については、眠気を促す医薬品を除く旨を備考欄に

追記する。 
 
（経口抗コロナウイルス薬について） 
・COVID-19 については、世界的な大流行を経て、2023 年 5 月に 5 類感染症

に移行した一方、国内で経口抗コロナウイルス薬が流通するようになった。

現在、国内流通している経口抗コロナウイルス薬は 3 剤（ラゲブリオカプセ

ル、パキロビッドパック、ゾコーバ錠）である。本 WG では、COVID-19 の

重症化リスク、診療ガイドライン等、各医薬品の有効性・安全性と適正な使

用の観点から備付けの要否を検討した。 
・この点、重症化リスクについては、2021 年末に流行したオミクロン以降、

重症化する患者の割合は低下している（COVID-19 診療の手引き第 10.0 版

（厚生労働省 2023 年 8 月発行））。また、診療ガイドラインでは、重症化リ

スク因子のない軽症例の多くは自然に改善することを念頭に、対症療法(解
熱鎮痛薬、鎮咳薬）で経過観察し、薬物治療は慎重に判断するものとされて

いる（COVID-19 に対する薬物治療の考え方第 15 版（日本感染症学会 2022
年 11 月発行））。委員からも、陸上の診療においても、解熱鎮痛薬や鎮咳薬

のみが処方されることが多いとの意見が示された。 
・次に、各医薬品の有効性・安全性と適正使用についてであるが、パキロビッ

ドパックとゾコーバ錠は、併用禁忌多数のため、処方時に全ての医薬品の確

認が必要であり、医師不在の船上での投薬は、患者の安全が確保できないお

それがあるとの意見が示された。さらに、ラゲブリオカプセルは、症状の消

失・改善までの期間を短縮する薬ではないこと、重症化リスク因子がない者

は投与対象となっておらず、重症化リスク因子がある者の治療効果もそれほ

ど強くないこと、欧州では開発企業が承認申請を取り下げており、WHO や
米国においても弱い推奨とされていることから、船員に対する有効性の観点

から疑義があるとの意見が示された。 
・以上のことから、本 WG では経口抗コロナウイルス薬を新規に追加しない

ものとしてとりまとめたが、今後、感染症予防対策に力を入れるとともに

（(3) ②～④参照）、自己検査を可能とするための新型コロナウイルス・イン

フルエンザウイルス同時検査キット、健康観察のためのパルスオキシメータ

ーを備え付けることになった。 
 
（医療衛生用具・その他） 
・「医療衛生用具」「その他」の部分で追加項目が 10 ヵ所、品名又は数量の変

更項目が 10 ヵ所、削除項目が 16 ヵ所となった。主な内容として、新たに蘇

生用の医療衛生用具を追加し、創傷処理用の医療衛生用具を変更している。 
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③ 丙種衛生用品表 
（医薬品） 
・「内用薬」「注射薬」「外用薬」「診断用薬」の部分で追加項目が 9 ヵ所、品名

又は数量の変更項目が 18 ヵ所、削除項目が 5 ヵ所となった。主な内容とし

て、新たに不眠、高血圧、気管支喘息に使用される医薬品を追加したほか、

解熱鎮痛に使用される医薬品を変更している。 
・基本的方向性に記載のとおり、丙種の数量を乗組船員 10 人あたり（又は乗組

船員数に関わらず一定）に変更するに当たって、現行、「20 人以下の場合」と

「20 人を超える場合」の区分で数量が同じものについては、人数に関わらず

一定の数量が必要と解し、「乗組船員数にかかわらず一定」に区分する。「20 
人以下の場合」と「20 人を超える場合」の区分で数量が異なるものについて

は、人数の多寡による数量の増減が必要と解し、原則として、「乗組船員数が

30 人」の場合に必要とされる数量の 1/2 を、「10 人あたりの数量」とする。 
・②に記載のとおり、品名の「注」に○があるものは処方箋が必要な医薬品であ

るが、一般用医薬品で対応可能なものは、注の○を外す。 
・ ②に記載のとおり、瓶入りの医薬品（総合胃腸薬）は、衛生上の観点から、分

包（包単位）に変更する。 
・②に記載のとおり、アレルギー性疾患治療剤については、眠気を促す医薬品

を除く旨を備考欄に追記する。 
・②に記載のとおり、経口抗コロナウイルス薬については、追加しないものとし

てとりまとめた。 
 

（医療衛生用具・その他） 
・「医療衛生用具」「その他」の部分で追加項目が 4 ヵ所、品名又は数量の変更項

目が 7 ヵ所、削除項目が 5 ヵ所となった。主な内容として、創傷処置用の医

療用品を変更している。 
 
④ 丁種衛生用品表 
（医薬品） 
・「内用薬」「外用薬」の部分で品名又は数量の変更項目が 6 ヵ所、削除項目が 1
ヵ所となった。主な内容として、解熱鎮痛に使用する医薬品を変更している。 

・②に記載のとおり、瓶入りの医薬品（総合胃腸薬）は、衛生上の観点から、分

包（包単位）に変更する。 
・薬効が同じ医薬品の品名変更については、同程度の分量にする。 
丁種の対象船舶の約 95％が乗組船員 10 人以下の船舶であること 10、遠洋区域・

 
10 丁種の乗組船員数は、10 人以下: 5346 隻、11～20 人: 275 隻、21～30 人: 21 隻、31～40 人: 6 隻、41 人以

上: 2 隻（2022 年 10 月 1 日現在事業状況報告書から推計）。 
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近海区域を航行する船舶と異なり、航行中すぐに上陸して治療を受けることが

できるため、応急手当がとれる最低基準の医薬品等の数量に限定していること

から、丙種衛生用品表の乗組船員 10 人当たり/乗組船員数に関わらず一定の数

量を超えない数量とする。 
 
（医療衛生用具・その他） 
・「医療衛生用具」「その他」の部分で追加項目が 2 ヵ所、品名又は数量の変更項

目が 1 ヵ所、削除項目が 2 ヵ所となった。主な内容として、創傷処置用の医療

用品を変更している。 
 

(3) 公布・施行に向けての留意点 
① 周知期間等について 

・船舶所有者の医薬品等の購入頻度や周知期間等を考慮し、公布から施行まで

に約３ヶ月の周知期間を設ける。なお、削除する品目については、公布と同

時に備付けを不要とする。 
・新規に備え付けることになった医薬品については、船舶所有者が購入する際

に参照できるよう、公布に際し、施行通知等に商品名を例示することが適当

である。なお、具体的な商品名は衛生用品表の内容に含まれないが、追加・

変更があった品目、処方箋医薬品・一般用医薬品の区分に変更があった品目

については、本 WG で検討した結果を別添一覧表に参考として記載する。 

 
② 日本船舶医療便覧、衛生管理者教本の改訂について 
  ・日本船舶医療便覧、衛生管理者教本については、新規に備え付けることにな

った医薬品等の使用方法、COVID-19 を含む感染症に関する症状、予防対策、

治療法等の記載を充実させることが適当である。特に、日本船舶医療便覧は、

医療従事者以外が船舶内で読むことを想定し、理解しやすい表現にすること

が適当である。 
 

 ③ 衛生管理者講習について 
・衛生管理者講習は、新規に備え付けることになった医薬品等の使用方法等、

COVID-19 を含む感染症に関する症状、予防対策、治療法等を踏まえた内容

にすることが適当である。また、衛生管理者講習の受講者数については、

COVID-19 により縮小が余儀なくされたところ、受講希望者が受講できるよ

うな体制確保に努める。 
 
④ COVID-19 等の感染症予防対策について 

・ 船員は、居食住一体の特殊な労働環境に置かれているため、衛生管理者以外

の船員に対しても、感染症予防の普及啓発、安全衛生教育が必要である。特
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に外国人船員は、習慣の違い、雇用形態等から感染症に関する知識が十分で

はない場合もあるため、船舶所有者は、外国人に配慮した適切な安全衛生教

育を実施するよう努める。 
  
４．おわりに 
  陸上への医療機関へのアクセスが困難な海上で働く船員にとって、病気やけがを

した場合に、船内において応急処置のために必要な医薬品・医療衛生用具が確保さ

れていることは、船員の安全安心・健康確保・安定的な海上運送の確保のために極

めて重要である。 
本 WG に参画した委員は、海事関係の労働者団体、使用者団体に加え、船員の健

康に関し、船医、無線医療、診療、投薬、健康証明書発行、保健指導等様々な観点

から関わる医師や薬剤師の有識者であるが、各々の専門的知識や経験に基づき、議

論を重ね、船員の生命・身体の保護を第一に考え、検討してきた。 
今後、国土交通省には、本とりまとめに沿って衛生用品表を改正することが求め

られる。また、現代の医学や科学技術の進展は日進月歩である。今般、経口抗コロ

ナウイルス薬については、有効性・安全性等の観点から見送ることとしたが、今後、

抗コロナウイルス薬に限らず、新たな医薬品の承認や医療技術の進展により衛生用

品表の見直しの必要性が生じた際は、適時検討することが求められる。 
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「衛生用品表の見直しに関するワーキンググループ」開催経緯 

 
 
第１回（令和５年８月２９日）  衛生用品表に係る制度概要、乙種衛

生用品表に関するヒアリング、備え

付け品目（アンケート結果） 
 
第２回（令和５月１０月３０日） 備付け品目(COVID-19)、数量等 
 
第３回（令和６年１月３１日）  備付け数量、施行時期等 
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「衛生用品表の見直しに関するワーキンググループ」委員名簿 

(五十音順、敬称略) 

 

(委員) ※◎は座長 

遠藤 飾 全日本海員組合政策局総合政策部長 

大山 浩邦 全日本海員組合国際局外航部長 

後藤 克樹 (公社)日本海員掖済会神戸掖済会病院 薬剤部長 

内藤 実 (公社)日本海員掖済会横浜掖済会病院 病院長 

日山 博文 独立行政法人地域医療機能推進機構東京高輪病院 副院長 

廣津 玲治 太平洋フェリー(株)取締役運航管理部長 

藤村 弘 (一社)日本船主協会海事人材部 副部長 

逸見 幸利 日本内航海運組合総連合会海務部長 

松本 冬樹 (一社)大日本水産会事業部長 

村田 尚亮 船医 
 

(オブザーバー) 

川野 宇宏 全国健康保険協会船員保険担当理事 

久門 明人 船員災害防止協会専務理事 

芝 徳行 (一社)外航船員医療事業団 次長 

中村 明 (公社)日本海員掖済会総務部長 

 

(事務局)船員政策課労働環境対策室 

 

◎ 


